
 

 

 

   

                東日本大震災から 5年 10カ月が経過し、住宅再建の遅れと時間 

               の経過とともに、人口流失が増え高台移転などの計画戸数が被災 3 

               県で当初計画の 2万 8060戸から約 3割減少している。岩手県は 11 

市町村・1万 87戸から 7,811戸に減った。これは自宅再建の前提と 

なる宅地造成の遅れ、待ちきれない被災者が古里を離れて生活する 

ことなどが一因となっている。震災 5年 10カ月の現在、造成済み 

は 3割減となった計画戸数のほぼ半数にとどまっており、人口流失 

で計画縮小が迫られている。――計画戸数は「防災集団移転促進事

業」「土地区画整理事業」「漁業集落防災機能強化事業」の 3事業の合計。 

 大槌町は最大で 1944戸を計画したが、1392戸に縮小した。資金難や宅地造成を待ち切れず町外に

転出した人が続出したためだ。ちなみに大槌町の人口減少は県内最大で－22％となっている。 

  復興(住宅再建)は道半ば 

 岩手県における住宅関係の復興計画では、土地区画整理事業で 5,229戸、 

防集(防災集団移転促進事業)で 2,120戸、漁集(漁業集落防災機能強化事業) 

で 462戸、災害公営住宅 5,694戸の計 13,505戸の計画となっている。復興 

の進捗は土地区画整理事業は 40.0％、防集は 80.0％、漁集は 92％、復興 

住宅は 80.6％、各事業の合計で 65.0％（8,784戸)が着工済みとなっており、 

震災復興の柱である住宅再建はいまだ“道半ば”の状態となっている。 

  仮設入居者は 7,214戸 15,881人 

 6年目を迎える応急仮設住宅の入居者はいまだ１万５千人余となっており、 

仮設から抜け出し住宅への移行が今後さらに進む。防集、区画整理事業、災害公営住宅の完成は「あ

と３年」の計画だが、住宅着工はその後になる被災者もあり復興の長期化が懸念されている。 

  

 

 1 月 17 日、阪神・淡路大震災から 22 年目を迎えました。兵庫県内の災害復興住宅で誰にもみとら

れずに亡くなった「孤独死」が昨年 1 年間で６５人と前年(33 人)のほぼ 2 倍に増えました。仮設住宅

が撤去された 2000 年以降の累計で 962 人となり、仮設住宅（95 年～99 年）の孤独死 233 人を合わ

せると計 1195人に達しました。孤独死の平均年齢は 76.2歳。死因は心疾患など病死が 49人、事故死

6人、自殺 4人などです。発見まで 1カ月以上かかった人が 4人、最長は 2カ月半も気づかれずに発  

見されたケースもありました。 

また住宅問題では、借上げ復興住宅の借上げ期間 20年が経過 

し、入居者は退去を迫られています。入居者は高齢者世帯も多 

く行き場もなく不安の声が寄せられています。現在、借上げ復 

興住宅は約 5700戸もあります。神戸市や西宮市は入居者への 

明け渡しを求め、これに対し入居者を支援する運動が広がって

います。――借上げ復興住宅は都市再生機構(ＵＲ)などが期限(20年)を

決め住宅を行政に提供し、行政は復興住宅として活用してきたもの。  

１月 11日の“月命日”宣伝 


